
令和９年度税制改正要望

の注目ポイント



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

家事支援・ベビーシッター利用の税優遇の創設所得税

事業承継税制の抜本見直し

資産税
中小企業の設備投資の固定資産税特例の延長等

エッセンシャルサービス確保の特例措置の創設

新築マンションの価格高騰への対応措置

中小企業の軽減税率の延長等

法人税

交際費課税の特例の延長

中小企業向け賃上げ促進税制の拡充等

中小企業経営強化税制の拡充等

中小企業投資促進税制の延長等

中小企業防災・減災投資促進税制の拡充等

中堅・中小グループ化税制の延長等

医療に係る設備投資減税の延長

減価償却資産に係る取得価額基準等の見直し

事業ポートフォリオ転換・強化促進税制の創設

令和９年度税制改正の主な要望項目

各省庁から、家事支援・ベビーシッター利用の税優遇の創設、事業承継税制の抜本見直し、中小企業向け設備投資減税の拡充などが要望さ

れた。例年なら、12月中旬に与党の「令和９年度税制改正大綱」が公表される予定で、今後の動向に注目したい。
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※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。 3

家事支援・ベビーシッター利用の税優遇の創設

子育てや介護等による離職やキャリアへの影響を防止し、多様な人材が能力を発揮できる環境整備を図ることによって、仕事と子育て・

介護等の両立に資するため、家事支援サービスやベビーシッターを含む認可外保育施設の利用に要する費用について、税制上の所要の措

置が要望された。

所得税

減税

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」
※具体的な見直し内容の記載なし

（参考）「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2026（令和８年６月26日閣議決定）」
「これまでの取組に加え、必要とされる方が家事支援サービスやベビーシッターを安心して利用することができるよう、例えば、家事支援サービスの
国家資格（技能検定）の創設等による品質・信頼性の向上を前提として、サービスの利用に対する税制措置を含む支援策を検討する。」



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。 4

事業承継税制の抜本見直し
事業承継を契機として経営改革を実現し、生産性向上等による「稼ぐ力」の強化に向けて主体的に取り組む中小企業・小規模事業者を後押

しする措置へ、抜本的に見直し・強化することが要望された。

資産税

減税

（参考）「中小企業の親族内承継に関する検討会報告書(案)（令和８年８月５日）」では、「成長投資や賃上げ、地域貢献等を実施する中小企業に
対して、猶予税額の免除等を検討してはどうか。」という意見も出ている。

抜本的に見直し・強化
【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」

※具体的な見直し内容の記載なし

【現行制度】



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。 5

中小企業の設備投資の固定資産税特例の延長等

生産性向上・賃上げに資する中小企業の設備投資の固定資産税の特例について、次の要望が行われた。

① 賃上げ水準の要件の見直しを行った上で、適用期限の２年間延長

② 赤字や利益が少ない企業も含めた中小企業における研究開発投資を一層後押しし、収益力の向上を図る観点から、中小企業による

研究開発に係る設備投資拡大に向けた所要の措置を拡充

資産税

減税

①２年間延長を要望

①賃上げ水準の
要件を見直し

②研究開発に係る
設備投資拡大も要望

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。 6

エッセンシャルサービス確保の特例措置の創設

小売店・ガソリンスタンドなどの生活に必要不可欠なサービス（いわゆるエッセンシャルサービス（ES）） は経済全体の基盤であり、その供

給不足による生活環境の悪化が地域の経済活動･産業の担い手である生活者の喪失につながるおそれがあることから、ESの安定供給と

持続性確保を促進するため、登録免許税・不動産取得税・固定資産税の軽減措置が要望された。

資産税

減税

初期負担（登録免許税・不動産取得税）と
継続的負担（固定資産税）の軽減を要望

（参考）経済産業省では、地域の生活基盤を支えるエッセンシャルサービス（卸小売・ガソリンスタンド・公共交通・物流など）の持続性確保
に向けた取組みを後押しする新たな認定制度（「認定エッセンシャルサービス制度」）を創設している。

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

新築マンションの価格高騰への対応措置

都心の大規模マンションを中心とした近年の新築マンション価格の高騰に対応するため、実需に基づかない投機的取引を抑制するための

方策について、必要な検討を行い、所要の措置を講じることが要望された。

資産税

増税

【出典】国土交通省「令和９年度税制改正要望」 ※具体的な見直し内容の記載なし
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中小企業の軽減税率の延長等

現状維持ではなく、攻めの成長投資を進める「強い中小企業」への変容を促すため、財務基盤を支える中小企業の軽減税率について、政策

効果を高める観点から見直しを行った上で、適用期限の２年間延長が要望された。

法人税

減税

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」
※具体的な見直し内容の記載なし

２年間延長を要望

（参考）「令和７年度税制改正大綱
「中小企業の800万円までの所得に適用される軽減税率の特例は、リーマン・ショックの際の経済対策として講じられた
時限措置である。（中略）特例税率が設けられた経緯等を踏まえ、次の適用期限の到来時に改めて検討する。」



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。 9

交際費課税の特例の延長

物価高騰の影響等を踏まえ、交際費等から除かれ損金算入可能となる飲食費に係る金額基準（１人あたり10,000円以下）と特例措置（①

飲食費の50％を損金算入、②交際費等を800万円まで全額損金算入）について、適用要件の見直しを行った上で、適用期限の３年間延長

が要望された。

法人税

減税

【出典】厚生労働省「令和９年度税制改正要望」

３年間延長を要望
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中小企業向け賃上げ促進税制の拡充等

積極的に賃上げを行う中小企業・小規模事業者を後押しし、一人あたりの賃金の増加につながるよう、次の要望が行われた。

① 適用期限の3年間延長

② 適用要件の基準を、現行制度の「雇用者全体の給与等支給総額」から「従業員一人あたりの給与支給額」に見直し

③ 現行制度の賃上げ要件（給与等支給総額1.5％増加など）を見直し、より積極的な賃上げを後押しする要件に

法人税

減税

①３年間延長を要望

【②の要望の背景】
現行制度では、賃上げを行ったものの、従業員数の減少により給与等支給総額が増額とならなかった企業は税制適用を受けられない。
今後、生産年齢人口の継続的な減少を見据え、こうした企業が制度の適用を受けられるようにするため、見直しを要望。

②適用要件の基準の
「従業員一人あたりの給与支給額」

への見直しを要望

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」③賃上げ要件の
見直しを要望



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。 11

中小企業経営強化税制の拡充等
幅広い成長志向型の企業のさらなる創出に向けて、中小企業の「稼ぐ力」を高めるべく、企業の生産性向上投資を促す観点から、各類型の

活用実績や対象設備の政策効果等を踏まえメリハリをつけた見直しを行い、インセンティブの強化を行った上で、適用期限の２年間延長が

要望された。

法人税

減税

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」
※具体的な見直し内容の記載なし

２年間延長を要望



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。 12

中小企業投資促進税制の延長等

中小企業のさらなる設備投資を促進や財務基盤を支えるための中小企業投資促進税制について、政策効果を高める観点から見直しを行っ

た上で、適用期限の２年間延長が要望された。

法人税

減税

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」
※具体的な見直し内容の記載なし

２年間延長を要望



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。 13

中小企業防災・減災投資促進税制の拡充等

中小企業が自然災害等への事前の備えを行うことは重要であり、今後も中小企業による防災・減災に向けた設備投資の促進が必要である

ため、次の要望がされた。

① 適用期限の２年間延長

② 対象設備の追加、地方公共団体による補助金等との併用可に

法人税

減税

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」

①２年間延長を要望

②対象設備に構築物（浸水防止設備）
の追加を要望



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。 14

中堅・中小グループ化税制の延長等

M＆Aを通じた事業再構築・事業再編による企業の成長・発展の実現に向け、①適用期限の３年間延長や、M＆A実務の実態に即した手続き

となるよう、②計画認定に係る所要の見直しが要望された。

法人税

減税

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」

①３年間延長を要望

②計画認定の見直しを要望
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医療に係る設備投資減税の延長

地域における医療提供体制の確保のため、医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度について、適用要件の見直しを行った上で

拡充し、適用期限の延長が要望された。

法人税

減税

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」をもとに作成

適用期限特別償却割合対象設備対象制度

【現行制度】
令和９年３月31日まで

【要望】
適用期限の延長

取得価格×12％取得価格500万円以上の一定の医療用機器
① 高額な医療用機器に
係る特別償却制度

取得価格×15％
「医師等勤務時間短縮計画」に基づき取得した
器具備品（医療用機器を含む）、ソフトウェア
のうち一定の規模(30万円以上)のもの

② 医師・医療従事者の
労働時間短縮に資する
機器等の特別償却制度

取得価格×８％
病床の再編等のために取得・建設・改修工事を
した病院用・診療所用の建物・附属設備

③ 地域医療構想の実現の
ための病床再編等の促進
のための特別償却制度



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。 16

減価償却資産に係る取得価額基準等の見直し

減価償却資産を個別に管理することの事務負担に対応する配慮として設けられている、①10万円未満の資産を取得時に全額損金算入、

②10万円以上20万円未満の資産は３年均等で損金算入が可能である制度等について、足下の物価上昇等を踏まえた基準額の見直しが

要望された。

法人税

減税

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」
※具体的な見直し内容の記載なし総務省は「償却資産」の基準額についても見直しを要望している。
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事業ポートフォリオ転換・強化促進税制の創設

AX、GXをはじめとした技術革新や経済安全保障の重要性の高まりなど、事業環境が激変する中、日本の経済成長に向けて、企業が事業

ポートフォリオを強化し、成長投資を通じ、「価値創造」事業を拡大させることが必要であることから、事業ポートフォリオ転換・強化を後押し

する新たな税制の創設が要望された。

法人税

減税

【出典】経済産業省「令和９年度税制改正要望」

AX：AIを前提とした企業変革（AIトランスフォーメーション）
GX：「脱炭素」と「経済成長」の両立（グリーントランスフォーメーション）

〇 「特定事業用資産の買換え特例」に似ており、資産ではなく「事業」を組み替える際の優遇措置といえる。
〇 経済産業省は「産業競争力強化法に基づく計画の認定を受けた企業」を対象とし、事業ポートフォリオの
転換・強化の取組みによる一定以上の生産性の向上が見込まれていること等を要件として検討している。



※各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

その他の主な要望項目

18

要望項目区 分

〇NISAの利便性向上等（非課税保有限度額1,800万円の当年中の復活、つみたて投資枠の要件整備）
〇国債に関する税制の検討
○「生命保険料控除制度の拡充※」の恒久化
※令和８・９年分所得税の23歳未満の扶養親族を有する場合の一般生命保険料控除枠の２万円の上乗せ措置

○金融所得課税の一体化（デリバティブ取引・預貯金等まで損益通算範囲を拡大） など

所得税

○取引相場のない株式の評価方式に関する見直し（「企業の成長や事業承継を阻害することがないよう、慎重な検討
が必要。見直しによる影響や事業者の懸念を踏まえ適切な措置となるよう検討」と経産省資料に記載）

○産業競争力強化法に基づく事業再編に係る登録免許税の軽減措置の延長等
〇産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画の認定自治体における登録免許税の軽減措置の延長
〇結婚・子育て資金一括贈与に係る贈与税の非課税措置（廃止を要望）

資産税

○銀行等の投資専門子会社による中小企業への出資に関する特例措置（「みなし大企業」からの除外）
〇GX等の戦略分野国内生産促進税制の延長等
〇世界に伍するスタートアップエコシステムの形成に向けた措置の検討
〇企業による自社外も含めた人的投資を促進するための措置の検討
〇公益法人のみなし寄附金に係る損金算入限度額の算出方法の見直し など

法人税

〇住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置等に係る所要の措置
○土地に係る固定資産税の負担調整措置と条例減額制度の延長
〇土地等に係る不動産取得税の特例措置の延長
〇空き家の発生を抑制するための特例措置の拡充・延長 など

土地・住宅税制

〇中小企業退職金共済制度と勤労者財産形成促進制度の見直しに伴う税制上の所要の措置
○車体課税の抜本見直し（カーボンニュートラルに資する保有時の課税のあり方の見直し等）
○外国子会社合算税制の見直し（課税範囲の見直し、経済活動基準の見直し等）

その他


